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単一特許および統一特許裁判
所とは何ですか？ 
数十年間で最も大規模な改革が、欧州特許
制度に起ころうとしています。欧州連合
（EU）は、単一特許（UP）のみで全参加国
内で特許保護の範囲が及ぶようにする旨、
さらには、単一特許に限らず、移行期内に
「オプトアウト」を選択しなかった既存の
（非単一）欧州特許や今後発行される（非
単一）欧州特許の各参加国での発効後に関
しても、統一特許裁判所（UPC）がそれら	
の専属管轄権を有する旨について、加盟国
の過半数の同意に至りました。

　新制度の特許は、EU規則（UP規則）に	
よって与えられるものであり、既存の欧州	
特許条約（EPC）の下で特許出願に特許が
付与された後に、指定国なしで取得するこ	
とが可能となります。新制度の裁判所は、	
2013年２月19日に参加国間で署名された	
国際協定（統一特許裁判所（UPC）協定）
により創設されます。

対象国はどこになりますか? 
単一特許（UP）は、EUの全加盟国を対象	
国とすることを目標としており、いずれは
そのようになるかもしれませんが、現時点
では、スペイン、ポーランドおよびクロア
チアが未だ加わっておりません。 さらにイ
ギリスは統一特許裁判所(UPC)協定が締結さ
れた後に、EU及びUPCプロジェクトから	
離脱しました。

よって、現在UPCに署名しているEU加盟	
国は、オーストリア、ベルギー、ブルガリ
ア、キプロス、チェコ共和国、デンマー
ク、エストニア、フィンランド、フラン
ス、ドイツ、ギリシャ、アイルランド、イ
タリア、ラトビア、リトアニア、ルクセン
ブルク、ハンガリー、マルタ、オランダ、
ポルトガル、ルーマニア、スロバキア、ス
ロベニア、スウェーデンの24カ国です。

しかし、統一特許裁判所（UPC）協定への	
署名だけでは、単一特許（UP）および統一
特許裁判所（UPC）への参加が保証されて
いるとはいえず、批准が必要となります。 
2021年12月1日にフランスを含む24か国
中、16か国が批准を行いましたが、ドイツ
が未だ批准を完了していません。UPC協定	
が発効するには、ドイツが批准書を寄託す
る必要があります。

従来の制度と何が違います
か？ 
参加予する全加盟国が批准するものと仮定	
した場合、UP規則により、既存の欧州特
許庁（EPC）が発行する一つの特許のみ
で、EUのほぼ全体をその対象とすること	
が可能になります。また、統一特許裁判所
単独で、参加する全加盟国での特許権の行
使や取消しをまとめて行うことが可能とな
ります。

これらの点は、各国の特許を束ね合わせた	
ような欧州特許（EP）を欧州特許庁
（EPC）が発行するという現在の状況と異
なります。各国の特許は、通常、登録され
た国ごと（EU諸国または、EU以外の国	
も）に特許権の行使や更新を個別に行わな
くてはなりません。

なぜ制度変更が必要なのです
か？
欧州議会の議員達の目的として、特許による	
保護を欧州内で広く確保する際のコストを下	
げる狙いがあります。現在、大半の欧州特許	
のバリデーション（有効化）は僅かな国々で	
しか行われず、それ以外の国々では、特許権	
者の保護が得られていないことを意味しま
す。また、一つの訴訟によって参加する全加	
盟国での侵害や有効性を判断できるようにな	
れば、コストはさらに下がるでしょう。 
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EU 加盟国の内
統一特許保護　
参加加盟国

統一特許裁判所（UPC）
協定に批准した国
オーストリア
ベルギー
ブルガリア
デンマーク
エストニア
フィンランド
フランス
イタリア
ラトビア
リトアニア
ルクセンブルグ
マルタ
オランダ
ポルトガル
スウェーデン

統一特許裁判所（UPC）
協定未批准の国
キプロス
チェコ共和国
ドイツ
ギリシャ
ハンガリー
アイルランド
ルーマニア
スロベニア
スロバキア

EU 加盟国の内
統一特許保護　
未加盟国
クロアチア
ポーランド
スペイン

欧州特許庁(EPO)で特許を
取得できる非EU加盟国
アルバニア
ボスニア・ヘルツェゴビナ
アイスランド
リヒテンシュタイン
マケドニア
モルドバ
モナコ
モンテネグロ
モロッコ
ノルウェー
サンマリノ
セルビア
スイス
トルコ
イギリス

１． 加盟国の状況
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いつから新制度が開始されま
すか？ 
「暫定適用期間」が2022年1月19日か	
ら開始し、新制度の裁判所に向けた準備が
ようやく完了を迎えつつあります。ドイツ
がUPC協定の批准書を寄託しだい、	
UP/UPC制度が本格的に開始します。この	
寄託は、全ての準備が整ってから行われる	
とのことです。現時点では、2022年末～	
2023年早々になる可能性が高いと予想され
ています。

暫定的な措置として、欧州特許をUPC制
度からオプトアウトさせる（適用除外させ
る）「サンライズ」期間が設けられます	
（この点ついては、後で詳細に説明しま
す）。

説明を簡略化するため、この冊子では全て
の参加国が批准することを前提とします。

準備作業の多くは既に完了しています。統
一特許裁判所とその各部門の立上げは進ん
でおり、統一特許裁判所の規則もほぼ完成
しています。暫定適用期間の開始と共に、
法律裁判官や技術裁判官の任命や訓練が行
われるほか、裁判所の標準フォームや出願
業務の実用を含むITシステムが、配備・試
行される見通しです。

一方、欧州特許庁では、UP取得を可能に
するための独自の詳細なルールが設けられ
ました。

.

既存の欧州特許出願も単一特
許として扱われますか？
UPC協定の発効日以降に特許が付与された
欧州特許（EP）は、単一特許（UP）によ
る保護を申請することも可能ですし、保護
を申請しないことも可能です。つまり、同
適用日までに出願された継続中の欧州特許
（EP）出願であっても、同規則の発効後
まで特許の付与を遅らせることにより、単
一特許（UP）としての効果を得ることが
できます。

欧州で選択できた特許の種類
を、今後も選択できますか？ 
はい、できます。今後も出願人は、各国の
特許庁に特許を直接出願することも可能で
すし、それに代えて／それに加えて欧州特
許庁（EPC）で欧州特許を出願することも
可能です。後者の場合には、（従来と同じ
く）欧州各国の特許権を束ね合わせた非単
一特許をバリデーション（有効化）するか
たちになるか、あるいは、単一特許	
（UP）と、それに加えて単一特許（UP）	
への非参加国については各国ごとにバリデ
ーション（有効化）を行うというかたちに
なります。各国での二重特許禁止の原則に
もよりますが、双方の特許権は共存するこ
とが可能です。

新制度の統一特許裁判所（UPC）では単一	
特許（UP）および（統一特許裁判所
（UPC）の対象国であれば）非単一欧州特
許（EP）の双方の特許権を執行すること	
が可能になりますが、各国ごとの特許につ
いては、常に各国の裁判所でしか特許権を
執行することができません。
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単一特許の費用は？ 
出願料 – 特許付与前の欧州特許庁（EPC）
の	
審査手続きに変わりはありません。よって、	
出願料は、現在の欧州特許庁（EPC）への
出	
願料と同一料金になります。

「審査費用」（代理人費用） – 　欧州特
許庁（EPC）の審査手続きに変わりはありま	
せん。審査費用は、現在の欧州特許庁
（EPC）での審査費用と同一料金になりま	
す。

翻訳費用 – ６年間～最大12年間は、全ての	
単一特許（UP）について、（請求項の範囲
だけでなく）明細書全体を英語で出願するか	
英語に翻訳することになっています。大半の	
欧州特許（EP）は、既に英語で出願された
ものです。英語での出願の場合には、EUの
別の一つの言語へと翻訳することになってい	
ますが、ドイツ語やフランス語以外の言語で	
あってもよいとされています。例えば、スウ	
ェーデンの出願人であれば、スウェーデン語	
を選択することが可能です。さらに、現行と	
同じく、全ての出願は、許可されてから特許	
を付与されるまでの間に、請求項の範囲を英	
語、フランス語およびドイツ語に翻訳しなけ	
ればなりません。

バリデーション費用 – 統一特許裁判所
（UPC）協定に署名していない欧州特許条約	
（EPC）国は除きますが、単一特許（UP）
により、従来の「バリデーション」費用、す	
なわち、特許付与後に特許の部分翻訳または	
全体翻訳を各国ごとに用意するコストが不要	
になります。  UPC協定に未加盟の国には、	
イギリス以外に、スペイン、ポーランド、ス	
イス、ノルウェーなどが含まれます。

更新手数料（年金） – 　欧州特許機構管理	
理事会特別委員会は、最も頻繁にバリデー
ション（有効化）が行われる上位４か国で
の特許の更新手数料の合計を権利期間全体
にわたって辿るという「true TOP4」料金
案の採用を可決しました。これにより、単
一特許（UP）の特許権者のコストは、各国	
ごとの特許権を沢山まとめて維持する場合
に比べて総合的に安価となるのに対し、少
数の国だけでバリデーション（有効化）を
行うと共にその中の一部だけを権利満了ま
で維持する場合に比べると高価になりま
す。

現在、欧州の全特許の50％以上は、3カ国
以下（英国を含む）で有効化されています。	
このような特許の場合には、「true TOP4」	
料金案によって維持コスト増 に加え、イギ	
リスでのバリデーション費用が別途必要にな	
りますが、カバー範囲は広くなります。

中小企業の場合 – 全ての欧州特許出願の審査	
は、EPOの３つの公用語である英語、フラ
ンス語およびドイツ語のいずれかで行われま	
す。中小企業（SME）に対しては、それら以	
外の言語で欧州特許出願を出願した場合に同	
出願をいずれかの言語に翻訳するための費用	
を援助する仕組みが設けられます。この仕組	
みは、中小企業（SME）だけでなく大学や自	
然人（すなわち、企業体でない実際の人間）	
や非営利団体も利用することが可能です。い	
ずれの場合も、援助を希望する当事者は、加	
盟国内の居住者であるか、あるいは、事業の	
主な所在地が加盟国内でなければなりませ
ん。

UPC費用の援助も設けられる予定で	
す。

単一特許の取得方法とは？ 
現行と同じく、特許出願を欧州特許庁
（EPC）に提出し、審査を受ける必要があ
ります。出願人は、特許の付与時に、欧州
特許（EP）を「単一特許（UP）」に指定	
するだけで、参加する加盟国に対して単一
特許（UP）としてのバリデーション（有	
効化）を行うことができると共に、（いわ
ゆる「拡張国」も含め）それ以外の欧州特
許条約（EPC）の各国については、これま
でどおり個別にバリデーション（有効化）
することが可能です。

単一特許（UP）の場合の欧州特許庁
（EPC）での異議申立過程および審判過程
は、既存の欧州特許（EP）出願の場合の
現行の異議申立過程および審判過程と同じ
になります。

各国に直接出願された特許出願には、	
何の影響も生じません。
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出願・方式
審査

特許性に関す
る見解書付き
サーチレポート

実体審査

出願の
拒絶査定または
取下げ

制限取消
または
異議申立手続

  

欧州特許の
付与 

特許権者
からの申請

全参加国を範囲
対象とする欧州
単一効特許

許付与までは従来の欧州特許と同じ手順

欧州特許
審判過程

欧州特許
出願

２． 単一特許(UP) 取得の手順
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統一特許裁判所制度 
統一特許裁判所（UPC）協定に基づき、新
制度の統一特許裁判所が創設されました。
統一特許裁判所（UPC）は、①単一特許
と　②UPC協定に不参加の１つ以上のEU
加盟国を指定した欧州特許の両方に対して
専属管轄権を有します。なお、②は、UPC
が開始する前に特許付与された欧州特許
（EP）も含みます。ただし、①および②
には、暫定期間（過渡期）の規定が適用さ
れます	
（後述の暫定期間（過渡期）の規定とオプ
トアウトについての欄を参照のこと）。

統一特許裁判所の構造を教えてください。  

統一特許裁判所（UPC）は、第一審裁判	
所（Court of First Instance）と控訴裁判	
所（Court of Appeal）で構成されます。	
第一審の中央部、地方部および支部は、	
参加するEU加盟国同士の様々な場所に	
設けられることになっており、資源や司	
法的経験の共有を希望する国同士に対し	
ては、支部が設置されます。中央部、地	
方部および支部のいずれの場合も、合議	
体は様々な国籍の判事で構成されること	
になっています。

中央部の「本庁」はフランスに設置されま
す。当初業務は特許分類に応じてイギリス	
（ロンドン）、フランス（パリ）、ドイツ	
（ミュンヘン）の３つに設置された本部／支	
部で分担される予定でした。イギリス支部で	
は、医薬、バイオ、化学、農業および医療機	
器を含む、幅広い分野の事件を審理し、ドイ	
ツ支部では、機械や武器の事件を審理し、フ	
ランス本部では、通信や電気やその他の事件	
を審理することになっていました。現時点で	
は、ロンドンに配分される予定であった事件	
をどこで審理するのか、未だ決まっていませ	
ん。イタリア（ミラノ）やオランダ（ハー	
グ）が候補に挙がっているほか、パリとミュ	
ンヘンで業務を分担する案も出ています。統	
一特許裁判所（UPC）は現在EUの加盟国の	
国内裁判所が行っているように、EU法に関	
する問題を欧州連合司法裁判所（the Court 
of Justice of the EU）に付託することになり	
ます。

統一特許裁判所の中央部、地方部および支部	
のいずれかを、必要に応じて選択できます
か？

原告（特許権者）は、①侵害が発生したか又
は侵害の恐れがある国の地方部又は支部、あ
るいは、②被告（又は複数の被告のうちの一
つ）の居所であるか又は被告（又は複数の被
告のうちの一つ）の事業の所在地がある国の
地方部又は支部に、侵害訴訟を提起しなけれ
ばなりません。また、EU外を拠点とする被	
告（すなわち、参加するEU加盟国の居住者	
でないか、あるいは、参加するEU加盟国に	
事業の所在地がない被告）の場合には、中央
部で侵害訴訟を行うことが可能です。上記
の、①や②の国が地方部や支部に加わってい
ない場合（例えば、ルクセンブルクやマルタ
の場合）にも、中央部で案件を提起すること
が可能です。以上のルールに鑑みると、特に
ヨーロッパ広域にわたる侵害の場合には、原
告（特許権者）がどの中央部、地方部および
支部で訴訟を提起したいのかに関して幅広い
選択肢を持つことができるようです。 

取消（無効）反訴が行われた場	
合、どうすれば良いですか？ 

侵害訴訟を審理する地方部や支部は、①侵害
手続きと取消手続きをまとめて処理すか、	
②侵害手続きを処理する一方で、取消反訴に
ついては中央部に付託する（「分離審理」の
慣習）、または、③侵害手続きを（取消手続
きが解決するまで）一時停止または「中断」
すると共に、取消反訴を中央部に付託するか
について、裁量を有します。また、当事者同
士が同意すれば、侵害訴訟と取消反訴の両方
を中央部に付託することも可能です。 
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「分離審理」の選択肢が存在することによ
り、（強いとは言えない）特許の侵害訴訟	
の場合に、有効性の判断よりも先に侵害訴	
訟を行うことができるので、特許権者にと	
って非常に有利に働く可能性があります。	
これは、統一特許裁判所で侵害や有効性の	
判断を行うことによってコストを下げると	
いう名目上の目的に反することにもなり得	
ます。

　分離審理に関しては、裁判所が裁量を有	
するので、当事者の思いのままとはならな	
いはずです。それでも、訴訟当事者同士の	
公平性の観点から、訴訟規則上の下記の重	
要な規定により、その影響が「緩和」され	
る仕組みになっているようです：

•	 統一特許裁判所（UPC）は、分離審理の裁
量を有しているものの、分離審理を行うと	
いう義務はありません（無効訴訟と侵害訴	
訟を別々の裁判所で提起しなければならな	
いとするドイツの現行制度とは異なりま
す）。

•	 分離審理の検討が行われるのは、一般的
に、案件が（詳細な書面「答弁」の終了ま	
での）数か月間経過してからです。

•	 侵害裁判所は、取消になる「可能性が高
い」と思われる場合、中央部に有効性の判	
断を委ねたほうがよいと判断した時点で、	
あるいは、侵害請求についての判決を下す	
段階で、自所の（侵害）訴訟を中断しなけ	
ればなりません。

確証はなく、絶対とも言えませんが、大半の
支部および地方部は、取消反訴についても進
んで審理するものと思われ、分離審理を行う
可能性は低いと考えられます。

取消訴訟を先に提起したい場合には、どう
すればよいですか？

取消訴訟を、対応する侵害訴訟よりも先に
行う場合には、取消訴訟を中央部に提起す
る必要があります。その後、対応する侵害
訴訟を、前述したとおり、①中央部または	
　②支部もしくは地方部に提起することが可	
能です。

非侵害確認訴訟を提起する場合はどこに求
めればよいですか？

非侵害確認訴訟は中央部に提起しなければ
なりませんが、対応する侵害訴訟が３か月
内に支部または地方部で開始された場合、
中央部は非侵害確認訴訟を中断しなければ
なりません。
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訴訟手続きのプロセスとは？ 

訴訟は、書面手続き、中間手続きおよび口
頭手続きの３段階からなります。書面手続
きでは、当事者同士が、各々の事実を記
述・主張した（典型的に、当事者ごとに２
種類の主張からなる）文書をやり取りしま	
す。中間手続きでは、判事である「主任裁	
判官（judge-rapporteur）」が、最終口頭審	
理に必要な全ての準備を行うと共に、これ
らの準備を整える目的で、当事者同士を中
間会議（interim conference）に招く可能性	
があります。また、主任裁判官は、和解の
可能性も探ります。口頭手続きは裁判長の
指揮のもと行われ、当事者同士の口頭陳述
が交わされるほか、中間手続きの際に要請
されていれば、証人や専門家の陳述も行わ
れます。

侵害 取消（無効） 補正

補正の再抗弁

補正の再抗弁に対する
答弁書

反訴に対する
答弁書

応答書

応答書反論書

反論書

中間会議

口頭審理

書
面
手
続
き

口
頭
手
続
き

中
間
手
続
き

 争点や係争事実を特定し、
必要ならば、さらなる訴答や
書面提出や専門家に関する
命令を出す

 1 カ月

 2カ月

3カ月

 4 カ月

 5カ月

 6 カ月

 7 カ月

 8カ月

 9カ月

10 カ月

11カ月

12 カ月

13 カ月

14カ月

15～18カ月

無効化の可能性が高いと
思われる場合、
侵害訴訟を中断

取消（無効）の
反訴

請求項

応答書

反論書

答弁書

口頭審理は、通常、１日以内に収められま
す。また、第一審訴訟は、約１年以内に判決	
が下されるようになっています（実際には、	
それよりも長引く可能性があります）。

控訴:

全ての控訴審はルクセンブルクに設置され
た中央控訴裁判所で行われ、訴訟判決の	
「再審」を行うことが可能になっていま
す。これにより、実体法や地方部、支部お
よび中央部での訴訟上の調和が確保される
ので、新制度にとって極めて重要な役割を
担っています。

法的拘束力:

第一審裁判所の地方部、支部および中央部、	
ならびに控訴裁判所の判決は、国内裁判所に	
よる法的拘束力の確認を必要とすることな
く、参加する全加盟国内で法的拘束力を有す	
るものとなります。

図３． UPC 一般的なタイムライン
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中央部および支部

支部

地方部

控訴裁判所 

仲裁センター

図４． 裁判所設置予定場所
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統一特許裁判所では、誰が訴
訟代理人になれますか？ 
現在提案されている規則では、参加加盟	
国の裁判所で代理業務が認められている	
弁護士や訴訟資格を追加で取得した欧州	
特許弁理士が、当事者の代理人となるこ	
とができます。また、その他の特許弁理
士であっても、統一特許裁判所での口頭
陳述を許可されることで、代理業務の補
助を行うことが可能となっています。	
 	

統一特許裁判所と欧州連合司
法裁判所（CJEU）との関係
は、どのようなものですか？
これは、議論の分かれる問題であり、統一
特許裁判所協定（UPCA）の交渉でも繰り	
返し争点となった部分です。最終的には、
意見が歩み寄った形で落ち着きました。統	
一特許裁判所（UPC）は、EU加盟国の国	
内裁判所と同様、欧州連合司法裁判所
（CJEU）と協力してEU法を「十分に尊	
重し適用」しなければなりません。統一特
許裁判所（UPC）は、EU法の問題につい	
ての予備判決を欧州連合司法裁判所
（CJEU）に請求することで、欧州連合司	
法裁判所（CJEU）の判例法の優位性に準	
拠しこれを尊重することになっています。
しかしながら、有効性や侵害の基本法につ
いては、EUの法律ではなく、特に、統一	
特許裁判所（UPC）協定や欧州特許条約	
といった他の場所から導き出すことになっ
ています。統一特許裁判所（UPC）は、	
さらに、他の国際協定や各国の法律を適宜
尊重することになっています。

妥当性（例えば、新規性や進歩性）の影
響は、統一特許裁判所は、欧州特許条約
（EPC）を遵守することで、参加する全加
盟国について統一した解釈を行うことに	
なっています。侵害への影響に関して	
は、より複雑になるものの、最終的な結	
果を言えば、統一特許裁判所（UPC）は	
この点についても統一した解釈を行うこ	
とになっております。その法的基盤とし
て、侵害行為に関しては、適用日の時点	
で特許の出願人が居住者であったか又は	
事業の主なもしくは何らかの所在地であ	
ったEU国の国内法に準拠しながら、参加	
する全加盟国であったとしても統一した	
判断を行い、判決を下すようになってい	
ます。EUを拠点とせず管轄的基盤もない	
出願人が関わっている紛争の場合には、	
統一特許裁判所が、代替案として、ドイ	

ツの法律を適用することになります。と	
はいっても、参加する全加盟国は統一特	
許裁判所（UPC）協定を国内法に組み込	
んでいると思われ、特に、統一特許裁判	
所（UPC）協定自体に侵害行為の性質が	
規定されていることから、どの国の法律	
が正式に適用されるのかにかかわらず、	
適用法は同一の内容になるはずです。

実際には、統一特許裁判所（UPC）が	
、有効性および侵害に関して独自の法体系
を構築し、それを地方部、支部および中	
央部ならびに控訴裁判所にわたって統一	
適用するものと予想されます。

　単一特許規則、業務に関する「ブリュ	
ッセル」規則、補充的保護証明書やバイ	
オ発明や競争法等の問題についてのその	
他のEU規則や法律など、EU法の問題が	
伴うような場合には、欧州連合司法裁判	
所（CJEU）への照会が行われる予定で	
す。



ルクセンブルク
UPC控訴裁判所 

欧州連合司法裁判所（CJEU）

UPC第一審裁判所
中央部
パリ
ロンドン
ミュンヘン

地方部
北欧諸国-バルト海諸国
スウェーデン、
エストニア、ラトビア、
リトアニア

 – 
支部
イギリス（ロンドン）、フランス（パリ）、
ドイツ（デュッセルドルフ、マンハイム、
ミュンヘン、ハンブルグ）、オーストリア、
ベルギー、デンマーク、イタリア、
アイルランド、フィンランド、オランダ
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訴訟執行費用は？ 
参加する複数のEU加盟国をまたいだ単一	
特許（UP）の執行訴訟（侵害や有効性）	
の費用は、少数の加盟国だけに絞って個	
別で執行訴訟を行った場合の合計費用よ	
りも、はるかに安く済むことになりま	
す。しかも、案件に充てられた訴額に応	
じて、敗訴者から費用を回収することも	
可能です。統一特許裁判所（UPC）に提	
起される全訴訟の手数料を定額（固定手	
数料）とし、一部の訴訟については訴額	
に応じた追加手数料を設定することが提	
案されています。具体的に説明すると、

「侵害訴訟」の場合には、

① 固定費：11,000ユーロ

② 訴額に応じた追加手数料：

	– �訴額が500,000ユーロを超える場合	
2,500ユーロ～

	– �訴額が50,000,000ユーロを超える場合
325,000ユーロ～

訴額は、訴訟を提起した当事者の客観的利	
害と管理委員会（Administrative 
Committee）の決議で示されたガイドライ
ン（現時点では未公表）に基づいて、統一
特許裁判所が評価することになっていま
す。

　対照的に、「取消訴訟」の場合
は、20,000ユーロの固定費用のみです。また、	
侵害訴訟の反訴として提起された取消訴訟
の手数料は、侵害訴訟と同額（11,000ユー
ロ）で、20,000ユーロの上限が設けられま
す。

小規模・零細企業は、上記金額から40％	
の減額を受けることができます。

　訴訟を取り下げた場合や和解した場合に
は、手数料の一部の返金を受けることがで
きます。書面手続きの終了前であれば	
60％の返金を受けることができ、中間手続
きの終了前であれば40％の返金を受ける	
ことができ、口頭手続きの終了前であれば
20％の返金を受けることができます。

 

図５． 統一特許裁判所（UPC）の構造
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また、１人の判事による審理の場合に	
は、費用の25％の減額を受けることが可能
です。

統一特許裁判所（UPC）は、当事者（自	
然人以外）が、通常の費用を支払うと経済
的存続が脅かされることを証拠により立証
した場合、固定費用および価値に基づく費
用の全部または一部を返還する裁量権を有
しています。裁判所がこれらの規定をどの
程度寛大に適用するかはまだ不明です。

注：上記の各数字が最初に公表されてから
かなりの時間が経過しているので、新制度
の裁判所の業務が開始する前に、それらが
変更される可能性は十分にあります。

「費用（訴訟費用）の回収」

　回収可能な費用も、提起された訴訟の訴額	
に応じたものになります。

　回収可能な費用は、

•	 訴額が250,000ユーロ以下の場合：	
最大38,000ユーロ～

•	 訴額が50,000,000ユーロを超える場合：
最大2,000,000ユーロ

となります。

 案件が極めて複雑、多言語を用いる必要	
があるなど、一部の状況下において、回収	
可能な費用の上限を、1,000,000ユーロ以	
下の訴額の案件ならば最大50％
、1,000,000ユーロ～50,000,000ユーロの訴	
額の案件ならば最大25％引き上げる事が	
可能になります。

50,000,000ユーロを超える訴額の案件な	
らば最大5,000,000ユーロまで上限を引き
上げることが可能となります。

また、（自然人、小規模・零細企業、	
非営利団体および大学を含む）当事者	
は、訴訟に負けて負担費用の全額を支払	
うことで当事者の経済的存続が脅かされ	
る場合は回収可能な費用の上限を下げる	
ように統一特許裁判所に請求することも	
可能です。なお、このような要請は、訴	
訟の出来る限り早い段階で行う必要があ	
ります。

単一特許の訴訟では、どの言
語を使用することができます
か？ 
地方部および支部（図４を参照）での手続	
言語は、その地方部または支部の言語（また	
は複数の言語のうちの一つ）になります。当	
事者同士が同意すれば、統一特許裁判所の合	
意を得て、言語を変更することができます。	
あるいは、裁判所長官が、争点となる特許の	
言語（大抵の場合、英語）を使用するのが適	
切と判断する場合もあります。訴訟人、特
に、国際訴訟人は英語を希望することが多い	
という点から、地方部および支部の多くは、	
その地方部または支部が拠点とする国の公用	
語が英語でない場合も、英語を手続言語とし	
て使用可能にすることを提案しています。

中央部での手続言語は、争点となる特許	
の言語になります。そのため、案件がイギ
リス、フランスおよびドイツのどこで審理
されたとしても、大抵の場合の手続き言語
は英語になると思われます。

どの地域の被告であっても、
争点となる特許を確実に理解
できるような制度になってい
ますか？
特許権者（原告）は、①侵害が発生した
と思われる国、または、②侵害被疑者（被
告）の所在地がある国の言語への翻訳文の
提出を侵害被疑者（被告）から求められる
可能性があります。また、特許権者は、統
一特許裁判所の手続言語への翻訳文の提出
を統一裁判所から求められる可能性があり
ます。

　控訴審の手続言語は、第一審と同じ言語
になるのが通例です。

　侵害訴訟と取消訴訟とが異なる地方部、
支部、中央部で審理される可能性があると
いうことは、複数の異なる言語で審理が行
われる可能性もあることを意味します。

　現実的には、英語が訴訟手続きの主要な
言語となると考えられます。理由は、統一
特許裁判所（UPC）の合議体は多国籍の判	
事で構成されることになっているからで
す。
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暫定的な規定（移行期に関す
る規定）はありますか？ 
統一特許裁判所（UPC）は、単一特許
（UP）だけでなく、既存の「従来型」非単	
一欧州特許（すなわち、統一特許裁判所
（UPC）の１つ以上の参加国を指定国と
し、かつ、単一特許（UP）を申請しなかっ
た欧州特許（EP））および今後の「従来
型」非単一欧州特許についても管轄権を有
します。なお、欧州特許（統一特許裁判所
（UPC）の開始前に特許付与された欧州特
許を含む）を特許付与後に統一特許裁判所
（UPC）の参加国でバリデーション（有効
化）したものについても、管轄権を有する
ことになっています。

しかし、統一特許裁判所（UPC）の開始	
前３～４か月の「サンライズ期間」に、既
存の欧州特許の特許権者が統一特許裁判所
の登記部にオプトアウト（適用除外）の意
思を伝えることで、既存の欧州特許を統一
特許裁判所（UPC）の管轄からオプトアウ	
トさせることができるようになっていま
す。よって、特許権者は、特許付与後の欧
州特許を各国（統一特許裁判所（UPC）の
参加国）でバリデーションしたもの全体に
対する一元的な取消訴訟が即座に提起され
るのを避けるためにも、既存の特許ポート
フォリオを今見直し、オプトアウトさせた
い特許を特定しておくことが望ましいでし
ょう。

統一特許裁判所（UPC）協定の発効後の	
７年間の移行期は、オプトアウトされなか
った非単一欧州特許（EP）の侵害訴訟や取	
消訴訟を、各国の裁判所および統一特許裁
判所（UPC）のどちらにも提起することが
可能です。移行期の終了時点で各国の裁判
所に係属中の訴訟は、引き続き各国の裁判
所で審理されることになります。

さらに、移行期では、統一特許裁判所
（UPC）に訴訟が未だ提起されていないこ
とを条件として、特許権者または出願人
が、非単一欧州特許（EP）を統一特許裁判	
所（UPC）の新制度から「オプトアウト」
させるという選択も可能です。オプトアウ
トの登録の最終期限は、移行期終了の１か
月前です。

特許権者または出願人は、（「オプトア	
ウト」後に各国で訴訟が始まっていないこ
とを条件として）いつでもオプトアウトを	
撤回する（すなわち、「オプトイン」す
る）ことが可能です。オプトアウトされた

欧州特許（ＥＰ）に関する訴訟は、各国の
裁判所でのみ可能です。オプトアウトの登
録や撤回には手数料がかかりません。

この移行期の最初の５年間が経過すると、
各国の裁判所でオプトアウトされた欧州特許	
(EP)に関連した訴訟が頻繁に行われているか	
（それとも、あまり行われていないか）の確	
認が行われます。その結果に応じて、移行期	
は最大７年延長される（合計で14年にな
る）可能性があります。

どの様な利点（長所）があり
ますか？ 
「出願人」の場合：

　バリデーション（有効化）費用および翻訳	
費用を節約することができ、さらには、更新	
手数料（年金）を節約できる可能性がありま	
す。

「特許権者（原告）」の場合：

　欧州の複数の国々に対する権利行使コスト	
を削減することができるほか、欧州広域の複	
数の国々に対してまとめて差し止め（仮差し	
止めまたは終局差し止め）命令を獲得するに	
あたり、その案件に適した好都合な特定の地	
方部、支部または中央部で侵害訴訟を提起す	
ることが可能となります。どの地方部、支部	
または中央部で提起するのかという判断の考	
慮事項としては、取消請求がどのように扱わ	
れる可能性が高いかを含め、様々な現実的、	
法律的、言語的および戦略的な考慮事項が挙	
げられます。欧州広域にわたる差し止め命令	
が持つ商業的な影響を踏まえると、単一特許	
（UP）は非常に強力な知的財産権になる
と言えます。

「被告」の場合：

　複数のEU加盟国で同一（侵害被疑）製	
品の被告となった場合のコストを削減でき
る可能性があります。

　「原告」または「被告」の場合：

　複数のEU加盟国で同時に特許の取消を	
求めることができます。

　「中小企業」の場合：

　EUの複数の国々の複数の管轄域で別々	
に訴訟を行う場合に比べて費用を確実に削
減できる可能性が高まるので、支払い能力
の低い中小企業（SME）であっても、特許	
権の執行が選択肢に入るようになります。
また、裁判制度がどのように展開していく
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か十分に予測できず、資金的に中小企業
（SME）の手に届かなかったような国々に
おいても、差し止め命令が得やすくなりま
す。

どの様な欠点（短所）があり
ますか? 
「特許権者（原告）」の場合：

　一回の訴訟で、EUのほぼ全域にわたって	
特許権を失うリスクがあります。

「被告」の場合：

　被告になると、EU全体で差し止め命令を
受けるリスクがあります。さらに、EUのな
かでも不慣れな司法管轄域で訴訟が行われる	
可能性があるにもかかわらず、EU広域に影
響を及ぼす判決が下されるリスクがありま
す。

つまり、単一特許（UP）／統一特許裁判	
所（UPC）には長所もある反面、思いもよら	
ない場所（裁判所）で訴訟が行われる可能性	
があるほか、不利な判決が下された際のリス	
クが高まる可能性があります。

特許権者が考慮すべき問題
は、どのような点ですか？
各国の特許、従来型欧州特許および単一特
許のどれを出願すべきか

 　統一特許（UP）による保護を得るか得な	
いかという選択肢は、出願人にあります。
したがって、今後も従来型欧州特許（EP）	
を出願し、特定の国のみを指定国にすると
いうことが可能です（例えば、１または２
の国のみを対象として考えているような場
合です）。このような特許であれば、直ち
に、又は移行期の最中に統一特許裁判所
（UPC）環境からオプトアウトさせて、各
国の裁判所で訴訟が開始されていないこと
が条件になりますが、様子を伺ったうえで
オプトイン（新制度に戻ること）を決める
ということが可能です。

また、保護対象として考えている国々に	
特許を直接出願するということも引き続き
可能です。その場合には、現行と同じく、
各国の裁判所だけの管轄となります。

H単一特許（UP）と非単一欧州特許と各	
国の特許との混在型の特許ポートフォリオ
を用意しておくことは、新制度のリスクと
恩恵のバランスを取った、慎重ながら堅実

とも言える戦略です。現時点からでも、特
許権者は、自身の事業にとっての最適な戦
略が何であるかを早速考慮し、どのタイプ
の特許権でどの発明を保護すべきか、そし
て、それをどのようにして決定していくの
かを検討し始めるのが良いでしょう。

既存の「従来型」欧州特許出願をオプトア
ウトすべきか

特許権者や訴訟人であれば、少なくとも	
新制度の長所や短所が明らかになるまで
は、既存の（重要な）欧州特許（EP）ポー	
トフォリオをオプトアウトさせておきたい
と考えるかもしれません。しかし、最初の
フィードバックの印象としては、どうやら
統一特許裁判所（UPC）の裁判官の質は高
くなるようです。やがて、統一特許裁判所
（UPC）が欧州の特許紛争解決の第一線に
立つようになるでしょう。そうなれば、オ
プトアウトを希望する特許権者は少なくな
り、以前オプトアウトした特許権者もオプ
トイン（新制度に戻ること）を選択するよ
うになると考えられます。 

侵害訴訟はUPCに提起すべきか、それと
も、国内の裁判所に提起すべきか

過渡期では、非単一欧州特許を各国の裁判
所で執行するか、それとも統一特許裁判所
（UPC）で執行するかを、特許権者が選択
することが可能となっています。特許を一
度オプトアウト（新制度の適用除外）した
後でも、各国での訴訟が係争開始していな
い限り、オプトアウトを撤回してUPCに訴
訟を提起することが可能です。

そのため、UPCの誕生により、欧州の特許
訴訟戦略に新たな選択肢が加わることにな	
ります。UPCでの訴訟と各国での訴訟のど
ちらが望ましいかは、事件ごとに異なりま
す。この判断は、対象の裁判所における裁	
判官の質についての印象、訴訟のスピード
やコスト、侵害が一部の地域に限られてい	
るのか複数の管轄域に広がっているのか、
特定の裁判所の手続きに利点があるのか否	
か（例えば、関連文書のディスカバリー
等）を含め、数多くの要因に左右されま
す。

また、保全措置（特に、仮差し止め命	
令）が利用可能か否かも、検討要因に	
含めるべきです。
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潜在的な「被告」（すなわ
ち、侵害被疑者）が考慮すべ
き問題点とは？ 
統一特許裁判所に頼るべきか、欧州	
特許庁に頼るべきか？

欧州特許庁（EPO）での異議申立を開始	
せずに統一特許裁判所（UPC）に単一特許	
（UP）の取消訴訟を提起するという選択
肢が可能となります。であれば、統一特許
裁判所（UPC）で無効化を探るべきか、欧	
州特許庁（EPO）で異議申立を図るべきか、	
それとも、両方を行うべきか、どれが良い
のでしょか？

様々な要因を考慮しなければなりません。

異議申立は欧州特許（EP）の全指定国に	
影響を及ぼしますが、統一特許裁判所
（UPC）での無効化は単一特許（UP）、あ	
るいは、単一特許（UP）の参加国で欧州特
許（EP）をバリデーション（有効化）した	
ものにしか影響を及ぼしません。統一特許
裁判所（UPC）での無効化訴訟によって統
一特許裁判所（UPC）での侵害訴訟を先延
ばしにできる可能性があるものの、欧州特
許庁（EPO）での異議申立によって統一特
許裁判所（UPC）での侵害訴訟が先延ばし
になることはありません。異議申立は対象
の特許付与日から９か月間の異議申立期間
内に開始されなければなりませんが、取消
訴訟はいつでも提起することが可能です。
異議申立過程は、取消訴訟よりも長期間に
わたる可能性がありますが、非常に低コス
トで済みます。特許付与日から９か月間の
異議申立期間内に異議申立を要請すること
なく、統一特許裁判所（UPC）での無効化
訴訟を利用したくなるかもしれませんが、
異議申立過程は中身が良く分かっており、
低コストであるし、どのようになるかも予
測し易いので、問題となりそうな欧州特許
があれば、異議申立を行ったほうが宜しい
でしょう。

重要な点として、欧州特許庁（EPO）での	
異議申立過程を統一特許裁判所（UPC）での	
取消訴訟と並行して進めることは禁止行為で	
はなく、統一特許裁判所（UPC）の判決が異	
議申立過程に対して拘束力を有することもあ	
りません。したがって、９か月以内の異議申	
立期間内であることが条件になりますが、統	
一特許裁判所（UPC）での取消訴訟提起を検	
討している当事者は、それに加えて欧州特許	
庁（EPO）にも異議申立を行うのが、費用対	
効果の高い、堅実な判断になると思われま
す。

統一特許裁判所で非侵害確認訴訟を求める
場合には、どうすれば良いですか？

統一特許裁判所（UPC）では、非侵害確認	
訴訟を提起することが可能です。この訴訟
は、中央部に提起しなければなりませんが、	
同一の当事者間で同一の特許を対象とした侵	
害訴訟が地方部または支部で既に開始してい	
る場合には、その地方部または支部の管轄に	
なります。

非侵害確認訴訟の開始から３か月以内に	
（同一の当事者間で同一の特許を対象とし
た）侵害訴訟が地方部または支部で開始され	
た場合、非侵害確認訴訟は中断されなければ	
なりません。そのため、製品発売の少なくと	
も３か月以上前には、非侵害確認訴訟を開始	
しておいたほうが良いでしょう。

同じ欧州特許からの各国のバリデーショ	
ンについての非侵害確認

各国の裁判所の現行の訴訟慣習として、特定	
の管轄域に所在地（居所）を有する特許権者	
に対し、同特許権者の欧州特許をその管轄域	
でバリデーション（有効化）したものだけで	
なく、同欧州特許を他の管轄域でバリデーシ	
ョンしたものについても、非侵害確認
（DNI）訴訟を提起することが可能な場合が	
あります。同様の理由で、統一特許裁判所
（UPC）に対し、単一特許だけでなく、欧州	
特許を参加国、不参加国のいずれかにバリデ	
ーションしたものについても、非侵害確認
（DNI）訴訟を提起することが可能になるか	
もしれません。あるいは、統一特許裁判所	
（UPC）不参加国の裁判所の非侵害確認
（DNI）訴訟に、単一特許の非侵害確認
（DNI）請求や非単一欧州特許をUPC参加
国でバリデーションしたものについての非侵	
害確認（DNI）請求を含めることが一部の条	
件下で可能になるかもしれません。

管轄域に関するこのような問題は非常に複雑	
なため、対象国に応じて（改正）ブリュッセ	
ル規則やルガノ条約や適切な法廷地の法理が	
適用されることになり得ると思われます。そ	
のため、訴訟を提起する前には必ず法律専門	
家に助言を求めたほうが良いでしょう。
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統一特許裁判所での取消訴訟のタイミング

侵害被疑者が製品のローンチの「障害と	
なり得る要因を取り除いておきたい」と考
えた場合には、従来の慣習よりも早い段階
で取消訴訟の開始検討を行う必要がありま
す。統一特許裁判所（UPC）手続規則によ
ると、取消訴訟が中央部で係属中のあいだ
に侵害訴訟が地方部または支部で開始した
場合、その地方部または支部は、侵害訴訟
と取消訴訟の両方を担当するか、取消訴訟
を中央部に任せたまま侵害訴訟を進める又
は一時停止するか、（当事者同士の同意を
もって）案件全体を中央部に付託するかに
ついて、裁量を行使することができます。

そのため、取消訴訟を確実に中央部で進	
めたいのであれば、侵害訴訟が開始される
前に取消訴訟を開始しておく必要がありま
す。これにより、中央部での取消請求が、
特許権者の侵害請求で選ばれた地方部や支
部へと移管・審理されてしまうリスクを避
けることができます。

イギリスのEU離脱によ	
り、どのような影響が単一	
特許／統一特許裁判所に起	
こっていますか？
イギリスは、欧州連合からの離脱を決定	
した結果、単一特許および統一特許裁判所	
（UPC）のプロジェクトからも退くことに
なりました。イギリスは、統一特許裁判所	
（UPC）協定を批准していましたが、この	
批准も撤回となりました。残りの国々は、
単一特許（UP）および統一特許裁判所
（UPC）を実現する計画を引き続き進めて
おります。前述したように、未解決の重要
な問題は、ロンドンに設置される予定であ
った中央部の支部を、どこに設置するのか
という点です。

イギリスの離脱によって欧州特許出願の	
出願や審査が変わることはありませんが、
イギリスは単一特許の対象に含まれなくな
りました。欧州特許のバリデーション（有
効化）を２、３国以下でしか行わないこと
が多い特許出願人は、単一特許が費用的に
妥当な選択肢であるのか、それとも、欧州
特許を各国ごとにバリデーション（有効
化）したほうが良いのかを判断する必要が
あります。

別のEU離脱の影響は、イギリスが欧州経	
済圏ではなくなったことです。ただ、イギ
リスが、特に医薬や通信などの分野におい

て重要な市場であり続けることには変わり
ありません。また、イギリスの特許裁判官
の専門知識は、広く評価されています。そ
のことから、今後、イギリスでの訴訟と統
一特許裁判所（UPC）および／またはイギ
リス以外の欧州各国の裁判所での訴訟とが
並行するかたちで、複数の司法管轄域にわ
たる特許紛争が数多く行われていくことに
なると考えられます。訴訟人は、あらゆる
選択肢を視野に入れつつ、訴訟戦略を入念
に練る必要があります。

イギリスは、自国の裁判所の管轄権とEU	
加盟国の裁判所（統一特許裁判所（UPC）
を含む）の管轄権を明確にするために、ル
ガノ条約への加入を申請しました。しか
し、EUは、現時点でイギリスの加入を認め	
る予定はないようです。そのため暫くの
間、イギリスの裁判所は、自国の裁判所手
続き規則および適切な法廷地の法理の適用
によって管轄権の問題を判断していくこと
になります。

イギリスとEUの関係は、これからも変化	
し続けます。そのなかで、我々マークス＆
クラークは、クライアントの皆様のあらゆ
るIP（知的財産）のニーズに欧州各地のオ
フィスから引き続き応えていく所存です。
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マークス＆クラークはあらゆる場面の知的
財産に関して最適なエキスパートによる最
適なサービスを提供します。。

マークス＆クラークは、これからも、統一
特許裁判所（UPC）関連や各国の知的財産
（IP）権のケアを含む、あらゆる欧州特許
ニーズに応えていく、信頼できるパートナ
ーです。

より詳しい情報や単一特許・統一特許裁判	
所関連のアドバイスについては、担当弁理	
士・弁護士に直接ご連絡いただくか、	
upc@marks-clerk.com宛てにメールをお送
りください。

本冊子の情報は、概要をまとめたもので
す。本冊子に含まれる情報を基に何らか	
の行動を起こす際には、まず専門家のア	
ドバイスを得ることが勧められます。

© 2022 Marks & Clerk Properties Ltd 
Marks & Clerk is a registered trade mark.

何を準備したらよいですか？
検討内容：

•	 早い段階で統一特許裁判所（UPC）の開	
始前から、特許ポートフォリオを見直し	
て既存の欧州特許（EP）や今後付与され	
る欧州特許のうちのどれを新制度開始当
初からオプトアウトさせたいかを検討
し、新制度の善し悪しがはっきりしない
間は新制度からの適用除外（オプトアウ
ト）状態を維持し、新制度のほうが望ま
しいと分かり次第オプトインする（新制
度に戻る）。

•	 侵害者に対する多様な執行方法を用意し
ておくためにも、少なくとも、欧州特許
（EP）、ドイツやその他の欧州各国の実	
用新案、イギリス、フランス、ドイツお
よびオランダ（その他のあらゆる重要
国）の各国特許、そして、参加国であれ
ば単一特許（UP）からなる、混在型の出
願戦略を練る。

•	 あらゆる製品開発計画において調査を自
在に行い、問題になりそうな単一特許
（UP）／欧州特許（EP）を製品発売よ
り十分前もった段階から特定するように
促し、適切な措置（例えば、取消（無効
化）、非侵害確認訴訟、ライセンス（実
施権）交渉等）を講じる準備を整える。

•	 欧州でのIP（知的財産）の開発およ	
び利用に関する既存のライセンス契約	
やその他の契約内の、司法管轄に関す	
る条項や執行に関する条項を見直し	
て、これらの条項に統一特許裁判所
（UPC）の構造がきちんと考慮に入れ	
られているか否かを確認する。

•	 競合他社のオプトイン／オプトアウト	
戦略を理解することは、競合他社の特	
許ポートフォリオについての知見が得	
られると共に、競合他社に対する戦略	
を練るうえでの有益な情報となるでし	
ょう。オプトアウトした欧州特許のデ	
ータベースに対するポータルを構築し	
ておけば、個々の特許のオプトイン／	
オプトアウト状態の確認が可能となり	
ます。競合他社の特許ポートフォリオ	
全体の分析を行うことは難しいかもし	
れませんが、特許を監視する仕組みづ	
くりを検討する。


